答　　　　申
審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）は、平成18年4月28日付北九保総計第31号で異議申立人に対して行った処分を取り消し、本件行政文書全部を開示すべきである。

理　由

第１　異議申立てに至る経緯

　１　異議申立人は、平成18年4月14日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「来年度以降の保健師業務について　＜保健師業務の見直しイメージ図＞

平成18年1月17日　保健福祉局　4月13日市議会厚生消防常任委員会にて、○○議員が読み上げて紹介したもの」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成18年4月28日付で、本件行政文書は市内部の意思形成を行う過程の中にある情報であり、検討途上の情報が公にされることにより、市民等に無用の誤解を与えるおそれがあり、条例第７条第５号に該当することを理由として、行政文書の全部について開示を行わない旨の決定（平成18年4月28日付北九保総計第31号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、行政文書不開示決定通知書を平成18年4月28日に受領した。

３　異議申立人は、平成18年５月1日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対し異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

　（１）本件行政文書は、既に意思決定がなされていた文書であり、「市内部の意思形成を行う過程の中にある情報」ではない。

ア　平成18年2月1日の市政だよりに、区役所保健師（嘱託職員）の募集人数が掲載されている。市政だよりの募集記事が1月17日に入稿された事実から判断して、それ以前に来年度以降の保健師業務についての意思決定がなければ、20名の募集枠を示すことは不可能である。
　　イ　本件行政文書には、「部外秘」や「案」などの標記がなく、会議においても同様の指示もなかったことから関係する一般職員の知るところとなっていた。また、本件行政文書以外に他に市政だよりの募集枠20名に相当する最終文書の存在を確認できないことから、本件行政文書が、既に意思決定された内容を区に周知するための事務連絡用の唯一の文書であると判断した。
（２）本件行政文書を公にしても、「不当に市民に混乱を与える」ことはない。
ア　実施機関は、既に意思決定がなされた人事に関する情報であっても、意思形成過程の段階の情報を公にすることが市民に混乱を与えると主張しているが、その論法によれば、意思形成過程の情報は一切不開示とすることになり、条例の趣旨に反する。市民に混乱を与えるか否かは、個別具体的に判断すべきである。

　  イ　本件処分時に、既に公にされている平成18年4月28日付保健福祉局文書（以下、「4月28日文書」という。）と本件行政文書とは、言い回しの違いはあるものの非常に似通っていることから、本件行政文書を公にしても、市民に不当に混乱を与えるものではない。

（３）よって、本件行政文書は、条例第7条第5号に該当しない。

仮に、条例第7条第5号に一部該当する部分があったとしても、情報公開は条例の不開示事項に該当する情報に限り不開示とするべきであり、文書全体を不開示とすることは不当である。
（４）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法・不当である。

　

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　本件行政文書は、「市内部の意思形成を行う過程の中にある情報」である。
（１）本件行政文書は、地域包括支援センターの設置に伴う保健師業務について、各区役所の参事（部長級職員）と協議するために作成した内部資料である。実施機関として最初の原案であり、市民のみならず一般職員にも周知していない情報である。
　（２）平成18年4月1日から区役所保健師（嘱託職員）を採用するためには、2月1日の市政だよりに募集人数を掲載する必要があったが、入稿時点では最終的な数字が確定していなかったため、「20名程度」として募集した。
　　　　また、市政だよりに掲載されたのは、嘱託の保健師の募集人数のみであり、本件行政文書に記載されている他の内部管理事務に関する情報は公にされていない。

（３）本件の内容のような会議では、協議内容を秘密にすることは当然のことであり、また、原案を本件行政文書のような形で整えることが多く、「取扱注意」などの標記や注意書きをつけることはしていない。
　（４）本件行政文書の内容について最終意思決定をしたものが4月28日文書である。
２　本件行政文書を公にすると、「不当に市民の間に混乱を生じさせ、また、意思決定に不当な影響を与えるおそれ」がある。
　（１）本件行政文書には、嘱託として採用する保健師の人数などの人事管理、実施機関内部における業務の見直しの内容・手法や人員補填の考え方などの内部管理事務に関する情報が含まれている。
（２）本件行政文書は、その後の検討を経て、最終的には嘱託保健師の採用人数、保健師業務の見直しの内容・手法等の基本的な考え方など重要な部分が修正されている。
　（３）意思決定が行われた後であっても、本件行政文書を公にすることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせ、また、実施機関において予定されている同種の検討等に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがある。
　３　よって、本件行政文書は、条例第7条第5号に該当する。

４　以上のとおり、本件処分は、条例の規定に合致しており、本件異議申立てには理由がないものと考える。
第４　審査会の判断

１　本件行政文書の概要等

本件行政文書は、平成18年4月から介護保険制度が改正され、地域の高齢者に必要な援助・支援を包括的に行う中核機関として、地域包括支援センターが設置されることに伴い、実施機関が平成18年度以降の保健師業務の見直しを行う目的で、各区役所の参事（部長級職員）との協議用資料として作成・配布した文書である。嘱託として採用する保健師の人数、業務の見直し内容・手法や人員補填の考え方などの情報が含まれている。
２　本件事案の争点

本件異議申立てにおける争点は、本件行政文書が条例第7条第5号に該当するか否かであるが、具体的には次の２つに要約できる。
（１）条例第7条第5号前段（市の機関の内部における審議、検討又は協議に関する情報）に該当するか否か（争点１）。
（２）条例第7条第5号後段（公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれがあるもの）に該当するか否か（争点２）。

　３　条例第7条第5号の構造

条例第7条第5号は、「市の機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定のものに不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの」は不開示とすることを規定している。
本号は、意思形成の過程の中にある情報が公にされると、外部からの圧力や干渉等により、率直な意見の交換や意思決定の中立性が損なわれたり、未成熟な情報が確定的な情報と誤解され、市民の間に無用の混乱を招いたり、一部の者に不当な利益・不利益を与え、市民の間に不公平を生じたりする場合があるため、このようなおそれがある情報を不開示とすることを定めたものである。
他方、「市民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な市政の推進」（条例第1条）という条例の目的からは検討過程の情報をすべて不開示とすることは適当ではなく、最終的な意思決定前に情報を開示する必要がある場合も少なくないと考えられる。そこで、本号においては、「不当に」との要件を付加した上で、市民の間に混乱を生じさせるおそれがある情報などを不開示としている。
したがって、本号の該当性判断に当たっては、アカウンタビリティの観点から開示することによる利益と、開示することにより行政機関等の適正な意思決定に支障を及ぼすおそれの有無及び程度を比較衡量し、開示することの公益性を考慮してもなお、開示による支障が看過し得ない程度に重大である場合を「不当に」という文言で画して、そのような場合に限定して不開示としたものと解釈するのが相当である。
特に、既に意思決定が行われた後は、少なくとも当該意思決定そのものに影響が及ぶことはなくなるのであり、開示することにより行政機関等の適正な意思決定に支障を及ぼすおそれは一般的に消滅ないし軽減するのであるから、本号に該当するとして不開示とするためには、意思決定前の場合との比較において、当該情報が公になることによる市民の混乱のおそれや将来予定されている同種の検討等に係る意思決定への影響が、より厳格に求められるというべきである。

　　　このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討する。
　４　条例第7条第5号前段該当性についての判断（争点１）　
　
異議申立人は、平成18年2月1日の市政だよりに、区役所保健師（嘱託職員）の募集人数20名が掲載（1月17日記事入稿）されていることから、その時点では既にその意思決定がなされており、本件行政文書は、「市の機関の内部における審議、検討又は協議に関する情報」（以下「審議・検討等の情報」という。）ではない旨主張する。
　確かに、平成18年2月1日の市政だよりには募集人数「 20人程度」が掲載されており、その当時、実施機関が「 20人程度」との意思決定をしていたことは想定できるところであるが、その人数は、本件行政文書に記載されている不足人数とは若干の相違がある。また、入稿時点では、業務見直し後における不足人数が確定していなかったため、「 20人程度」の概数で募集したものであり、本件行政文書には募集人数以外の内部管理事務に関する情報が含まれているとの実施機関の主張も是認できるところであり、市政だよりへの掲載の事実だけで、本件行政文書が審議・検討等の情報に該当するか否かを判断することは適切ではない。

ところで、前記第4、1のとおり、本件行政文書は、平成18年4月1日からの地域包括支援センターの設置に伴い、以降の保健師業務について各区役所の参事（部長級職員）と協議を行った際の資料である。また、その時期は、次年度の予算案や組織改正案等について内部調整が行われていた時期であり、本件行政文書についても、その後の修正を経て、予定どおり4月1日に地域包括支援センターが設置されている。そして、実施機関により、4月28日文書が、本件行政文書に含まれる情報について最終意思決定されたものとして、平成18年5月上旬に、市議会厚生消防常任委員会委員に配布・周知されている。

以上のような事実から、本件行政文書は、審議・検討等の情報であると判断することが妥当であり、条例第7条第5号前段に該当する。
５　条例第7条第5号後段該当性についての判断（争点２）
　　
実施機関は、本件行政文書には、嘱託として採用する保健師の人数、業務の見直しの内容・手法や人員補填の考え方などの内部管理情報が含まれており、意思決定が行われた後でも、公にすることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせ、また、実施機関において予定されている同種の検討等に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがあるから開示できない旨主張する。
前記第4、4のとおり、本件行政文書は審議・検討等の情報ではあるが、当該情報については内部管理情報を含めて既に実施機関として最終意思決定が行われ、その決定内容が4月28日文書として市議会厚生消防常任委員会委員に周知されている。そこで、本件行政文書と4月28日文書との内容を比較したところ、確かに本件行政文書を一部修正した箇所が見受けられるものの、記載上、両者の内容に大差があるとは認められず、4月28日文書は少なくとも同日までに記載内容の意思決定が行われたことを示しているのであるから、本件行政文書の情報に関しては、実施機関が本件行政文書の不開示決定をした時点（平成18年4月28日）で意思決定がなされていたものと考えられる。
そうであれば、本件行政文書が開示されても、基本的に当該意思決定そのものに影響が及ぶことはない。
次に、意思決定後でも、公にすることにより、不当に市民の間に混乱を生じさせ、また、実施機関において予定されている同種の検討等に係る意思決定に不当な影響を与えるおそれがあるかどうかを検討するに、そもそも前記のとおり本件行政文書と4月28日文書の内容には大差があるとは認められないうえ、上記の支障に関する実施機関の説明は、「市民の混乱のおそれ」については概ね抽象的に誤った「印象」を与える可能性があるという領域を出るものではなく、また、「将来予定されている同種の検討等に係る意思決定への影響のおそれ」についても明確かつ具体的な事情を述べるものではない。
よって、情報公開の公益性との比較において、開示による支障が看過し得ない程度に重大であるとまでは認められない。
　　　したがって、本件行政文書は条例第7条第5号後段に該当せず、開示することが妥当である。
６　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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